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第６２回理事会の概要（平成2１年１月２６日）
第１号議案　教育研修会について

　本議案について協議した結果、以下の事項につき理事会は合意した。

　教育研修会〈案〉

1. 開 催 日　　平成２１年３月２４日(火)　

2. テ ー マ　『調査業法について』『調査業に関係する法律問題』など、業者にとって関心の強いものを取り上げることとする。　　　　　　　　　　　　　　
　３.出 席 数　　５０名を予定　案内状発送のリストについて大阪府に要請する。

　４.開　　催　　全調協と共同開催とし受講証を発給する。

第２号議案　協会運営と会員増強について

　会長は、前号議案に関連し、府下の業者リストの入手があれば、今後の会員増強に資することができることを述べたうえ、その手段として監督官庁にリスト入手を申し入れし、それが実現しないとき、制度としては府の情報公開室に公開手続をする方法が残されている旨をのべたうえ、調査業法に対応する研修会を継続的に開催し、事業主→従業員という一人事業者を会員として取り込むには、教育研修会の年間計画、カリキュラムを構築することが必要との提案をし、各理事はこれに同意した。

第６３回理事会の概要（平成21年2月13日）

　大阪府届出業者のリストを「情報公開手続」に従って入手、平成２０年６月現在４２８社、内１１０社が法人、と報告したうえ、第１号議案の審議に入った。

第１号議案　教育研修会について

　会長は上記の報告を踏まえ「調査業者のための研修会にしたい」と冒頭に述べ、どのような研修内容にすべきかを出席理事に意見を求めた。その結果、下記の内容を決めたうえ、予定の講師に内容を伝えて要請することとした。

　内　容
1. 『調査業法について』約３０分　大阪府警察本部生活安全総務課に講師派遣を要請する

2. 『探偵が知りたい法律の話』約９０分

講　師　小出　一博　弁護士に依頼する

コンテンツ 例

※ 離婚訴訟の『証拠』は……  マンションに立ち入るとき法の境界は……

GPSの取り付けは……　証拠集めのゴミ収集は……　 特定商取引法上のクーリングオフは……　戸籍・住民票の入手は……　　 データ調査及びその利用は……　等々

3. 関調協・全調協、協同組合の共同開催とし、受講証を発給する

4. 大阪府下の全届出業者428社に案内を出す

第６４回理事会の概要（平成21年3月24日）
　第１号議案　教育研修会について

　議長は必要事項の確認と役割分担について以下の案を示し、出席理事に意見を求めた。

　進行役　　伊藤理事

１５:００　　主催者挨拶　　　　　　　　 松 谷 会 長

１５:０５　 『探偵業法について』　　　　講師 大阪府警察本部生活安全総務課　

１５:３０　 『探偵が知りたい法律の話』　講師 小出　一博　弁護士

１６:５０　　質 疑 応 答

１７:００　　入 会 案 内　　　　　　　　東 田 副会長

　　　　　　　　 終了挨拶　懇親会案内　  　 伊 藤 理 事
 理事会は異論なく原案を承認した。

第２号議案　会員増強について

　議長は研修会資料に入会申込書が同封してある旨を述べたうえ、以下の３点につき理事会に提案した。

１.　まずは申込書提出による意思表示を受ける。

２.　面接による選考後、妥当な業者であれば協会側で推薦人を用意する。

３.　数ヵ月の期間限定で意思表示があれば『入会金免除』の特典を付与したい。

理事会は特典期間を３ヵ月以内と決め、議長提案を了承したうえで、東田副会長が講師研修の終了後、会場で入会案内をすることに全理事が同意した。

第３号議案　平成２１年度事業計画(案)について

　議長は資料を配布し、計画案の概要を逐一読み上げたうえ説明した。
各理事は異議なく原案を了承した。

第６５回理事会の概要（平成21年4月22日）

第１号議案　平成20年度決算について

　　会長は始に、第６回通常総会について資料を示したうえ、平成20年度決算案と事業報告案について説明した。当該決算期から全調協理事会決定により、関調協に対する事業費供与の資金が繰入されていることを説明した一方、予定した新会員の加入が計画を下回り、決算規模が縮小する結果となったことを報告し、理事会は決算案を了承した。

第２号議案　平成20年度事業報告書について

　　会長は事業関係の資料に基づき概要を説明し、理事会はこれを了承した。

第３号議案　平成21年度事業計画について

　　会長は平成21年度事業計画の全９項目について順を追って読み上げながら説明した。理事会は内容を検討し、字句の表現の一部について修整したうえ、原案を了承した。
第４号議案　平成21年度予算案について

　　議長は会費収入の根拠となる現在の会員数に新規加入4社を加え、全調協からの事業費も予算化したことを説明した。理事会は当該予算案を了承した。
第５号議案　研修会の報告と今期の計画について

　　議長は去る３月２４日開催の研修会に呼びかけた結果、加入希望者が１社あることを報告した。

事務局便り
　（新入会員紹介）

　　商号　　クリスタル総合調査

　　所在地　〒598-0001大阪府泉佐野市上瓦屋３５０番地の２

　　代表者　堀本　欣吾

　　　電話　　072-463-7084　　ＦＡＸ　072-458-1581
　　　６月１日入会です。宜しくお願い致します。

教育研修会について
　３月２４日午後３時よりＮＰＯ全国調査業協会連合会、全国調査業協同組合大阪支部、関西総合調査業協会の共催による教育研修会を南森町のトーコーホテルにて開催した。

開催に際し、府下４２８社の探偵業者に案内した事もあり、予想を大きく上回る９３名の参加者があり、用意していた椅子が足らなくなる盛況であった。

３時ジャストに伊藤専務理事の司会で研修会はスタート。初め松谷会長が挨拶、参加者及び講師の方にお礼を陳べた後、業界の現状と今後の協会のあり方について私見を陳べ、その後戸籍問題に触れ、特に大阪府知事が提唱している戸籍の交付請求における本人通知システムに疑義を呈し、参加者に理解と活動の支援を求めた。

研修会は、最初に約３０分、大阪府警本部生活安全総務課の大政係長より、探偵業法についての講義があり、その後１時間３０分、「探偵が聞きたい法律の話し」と題して、小池弁護士による講義があった。

その後、場所を変え近くの会場で懇親会を開催。３０数名の参加があり、日頃の憂さを晴らすかの如く活発な意見交換が行なわれ、盛況裡の中に無事研修会を修了した。

研修内容の概要
「探偵業法について」　　　　　　　　　大阪府警本部生活安全総務課　大政係長
・　届出件数　全国　　４３８２社（内、個人３０８２、法人１３００）

　　　　　　　　大阪府　　４５０社（内、個人３１８、法人１３２）　　
　・　業法で義務づけられている探偵業従事者の名簿の備え付けが十分にできていない所がまだある。難しいことではないのでキチッと対応して欲しい。尚、従事者の写真は３年以内のものとなっており、３年経過すれば張り替えて欲しい。
　・　探偵業務を請け負う際の契約書と重要事項説明をキチッと行なって欲しい。契約書の不備や重要事項説が無かったなどのトラブルが既に発生している。尚、途中解約などについても注意をし、トラブルにならないよう注意をして欲しい。
　・　個人情報の保護と管理を徹底して欲しい。

　・　登記上の変更等があった際は、１０日または２０日以内に届出の必要があるので、注意して欲しい。

　　　など、縷々探偵業法の解釈と運用基準について、立ち入り検査の結果を踏まえて多方面に亘る説明と要望があった。

「探偵が知りたい法律の話」　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　小出　一博

第１　離婚訴訟等と調査業者が収集した証拠

　１　想定されるケース

　　①　夫が妻に対し離婚請求する場合

　　②　夫が妻の愛人に対し損害賠償請求する場合

　　③　妻が夫に対し離婚請求する場合

　　④　妻が夫の愛人に対し損害賠償請求をする場合

２　収集される証拠

　　　ビデオテープ、写真、メール等の記録の写し、その他

３　証拠が立証しようとする事実

　　「一方配偶者と愛人との間で性的交渉があったか否か」　従って、「決定的な場面」を捉えたものでないと証拠価値は低い。

４　証拠が訴訟において持つ意味

　　①　夫が妻に対し離婚請求する場合

　　　　妻が離婚に応じようとしない場合に、離婚原因として「不貞行為」等の立証に有用。その他、離婚を請求する慰謝料の証拠にもなる。

②　夫が妻の愛人に対し損害賠償請求する場合

　　　　当該証拠は、妻の愛人に対し損害賠償を請求する際の証拠になる。

　　　　この場合、損害の根拠は「健全な夫婦関係がどれほど破壊されたか」と言う点がポイントとなるので、以下の場合は、損害が少ない。

１）もともと、夫婦関係が完全に崩壊しているような場合当該愛人の出現によって、初めて夫婦関係が破壊されたのではない。

２）妻が「独身である」と嘘を言って交際しており、それを愛人が信じていた場合。

　　　　この場合、愛人には、もともと夫婦関係を破談する認識がなかった。

③　妻が夫に対し離婚請求する場合（①と同旨）

④　妻が夫の愛人に対し損害賠償請求をする場合（②と同旨）

５　証拠収集の場合の注意点

　　①　プライバシー侵害（民法709条、710条）

　　　　一方配偶者と交際している愛人の調査（撮影、尾行等）の際に、同人からプライバシー侵害を問われる可能性あり。

2 住居侵入罪を問われることのないように注意。

第２　住居侵入罪

　１　条文（刑法130条）

　　　　「正当な理由がないのに、入の住居もしくは看取する邸宅、建造物もしくは艦船に侵入した者は、３年以下の懲役または１０万円以下の罰金に処する」（同上前段）　　　　「要求を受けたにもかかわらず入の住居もしくは看守する邸宅、建造物もしくは艦船から退去しなかった場合も同上（不退去罪、同上下段）。

　　　未遂罪も罰する。

２　「住居」とは

　　①　ホテルの一室も、テント、キャンピングカー、別荘

　　②　建物の周辺部分ないし居室の周辺の共有部分（アパートの出入りロ、エレベーター、外階段踊り場等の共有部分、住居等の屋根の上）

③　囲繞地（垣根、塀、門のような建物の周囲をかこむ上地の境界を画する設備が施され、建物付属地として建物利用に供されることが明示されている土地）

　３　「人の看守している建造物」

　　　人が事実上支配している「住居・邸宅以外の建造物」（官公署、学校、事務所、工場など）

　　　囲繞地も含まれる（例えば、大学の研究所の周囲に一時的に設けた金網の作を押し倒して入った場合）

４　行為は、「正当な理由のない侵入」

　　　「侵入」とは、住居権者の意思または、推定的意思に反して立ち入る行為。

５　問題となった例

　①　最高裁昭和58年４月８目判決

　　　　労働組合員が、夜、郵便局の通用門を通り、宿直員に声をかけて、その黙認のもと、土足のまま局舎内に立ち入りビラ張りをした行為について、「管理者が予め立ち入り拒否の意思を積極的に明示していない場合であっても、当該建造物の性質、使用目的、管理状況、管理権者の態度、立ち入りの目的などからみて、現に行われた立ち入り行為を管理権者が容認していないと合理的に判断される場合」には、住居侵入罪が成立する。

　②　皇居で行われる一般参賀の会場に、発炎筒を燃やす目的で立ち入る行為（東京地判昭和44年９月１目判決）

　③　万博のパビリオンに展示物を破壊する目的で、モンキーレンチを隠して入館　　する行為（大阪地判昭和46年1月30目判決）

　④　多数の店舗が入居する雑居ビルに、同建物の管理規則に反するビラ撒布の目　　的で立ち入る行為（東京高判昭和48年3月27日判決）

⑤　近隣の家屋を監視する目的でマンションの共有部分である外階段踊り場に立ち入る行為（オウム真理教を逃げ出した女性医師を教団施設に連れ戻すため、同女の実家を監視する目的で、約10日間にわたり断続的に入れ替わり立ち替わり同所付近の共同住宅の共有部分に立ち入った事例、名古屋地判平成7年10月31日判決）。

⑥「自衛隊イラク派兵反対」などと記載したビラを投函する目的で、防衛庁宿舎に立ち入った事案（東京高判平成17年12月９日判決）

⑦　現全自動預金支払機利用客のカードの暗証番号を盗撮する目的で、現金自動預払機が設置された銀行支店出張所に営業中に立ち入った行為（最高裁平成19年7月２目決定）

６　調査業で問題となる場合

　　　　張り込み、マンションの共有部分に入る場合（特に、オートロックの場合）、自動車にＧＰＳを取り付ける場合

第3　GPS（Global Positioning System)の問題点

　１　取り付けられた人のプライバシー侵害（民法709条等）

　　（その他の関連する罰則）

　　①　電波法59条（秘密の保護）

　　　　「何人も法律に別段の定めがある場合を除くほか、特定の相手方に対して行わ　　　れる無線通信を傍受してその存在もしくは内容を漏らし、又は、これを盗用し　　　てはならない。」

　　　　上記罰則（同法109条）「１年以下の懲役又は20万円以下の罰金」

　　②　電気通信事業法４条（秘密の保護）

　　　　　「電気通信事業者の取り扱い中に係る通信の秘密は侵してはならない」

　　　　　上記の罰則（開法104条）「１年以下の懲役又は30万円以下の罰金」

　　③　有線電気通信法14条（通信の秘密を犯す罪）

　　　　「有線電気通信の秘密を侵したものは、１年以上の懲役または20万円以下の罰　金に処する」

④　軽犯罪法（１条23項）

　　　　「理由なく、他人の住居、浴室、更衣室、その他人が通常衣服をつけないでいるような場所をひそかにのぞきみた者は、拘留またな過料に処する。」

２　その他

　①　住居侵入

　　　　取り付ける際に「住居侵入」に問われる可能性あり。

　②　器物損害

　　　　例えば、自動車に取り付けた際あるいは取り外した際に、車体を傷つけると「器物損壊罪」（刑法261条）が問われる可能性あり。但し、「物の効用を失わせるほど」の損壊が必要。

３　その他

　①　電波法59条（秘密の保護）

　　　　「何人も法律に別段の定めがある場合を除くほか、特定の相手方に対して行わ　　れる無線通信を傍受してその存在もしくは内容を漏らし、又は、これを盗用し　　てはならない。」

　　　　上記罰則（同法109条）「１年以下の懲役又は20万円以下の罰金」

　　②　電気通信事業法４条（秘密の保護）

　　　　「電気通信事業者の取り扱い中に係る通信の秘密は侵してはならない」

　　　　上記の罰則（開法104条）「１年以下の懲役又は30万円以下の罰金」

　③　有線電気通信法14条（通信の秘密を犯す罪）

　　　　「有線電気通信の秘密を侵したものは、１年以上の懲役または20万円以下の罰　　金に処する」

第4　ゴミの収集による調査の問題点

１　放置してあるゴミ

占有が放棄されているので、窃盗罪（升り法235条）は成立しない。

所有権も放棄されているので遺失物横領罪（刑法254条）も成立しない。

２　ゴミ収集のための他人の敷地内に入る場合

　　　住居侵入罪を問われる可能性あり。

３　ゴミの中身によっては、「他人に見られたくないもの」があり、ゴミ袋を回避して、これらのついての情報を取得すれば、プライバシー権侵害の可能性があり。

第５　尾行・張り込み調査とストカー規制法

　１　ストカー規制法での「つきまとい等」行為

　　　特定の者に対する恋愛感情その他の行為の感情又はそれが満たされなかったこ　　とに対する怨恨の感情を充足する目的で、「つきまとい、待ち伏せ、見張り等」をする行為。

　　　調査業者の調査は、上記の「目的」がないので、同法の規制対象にならない。

　　　但し、外形上から「目的」は分かりにくいので、ストカーと誤解されないよう注意が必要。

　２　その他、住居侵入罪、プライバシー侵害（民法709条）等の問題に注意。

第6　調査業と消費者契約法

１　消費者契約法の概説

　　「消費者」と「事業者」との間で締結される契約（消費者契約）が対象。

①　法人でなく個人であっても、「事業者」として、または、「事業のために」契約当事者となるのであれば、これは、「事業者」にあたる（開法２条２項）。従って、個人経営の調査業者であっても、同法は適用される。

②　契約の相手が企業等であって「消費者」と目されない場合には、同法の適用はない。

２　契約が取り消される場合（法４条）

　①　重要事項の不実告知

　　　　契約の締結にあたり事業者が契約の重要事項について事実と異なる説明をし　　たために、消費者がこれを信用して契約を締結した場合

　②　断定的判断の提供

　　　　契約の締結にあたり事業者が将来の見込みが不確実なことについてあたかも　　断定的であるかのような説明をした場合（断定的判断の提供）に、消費者がこ　　れを信用して契約を締結した場合

　　③　不利益事実の不告知

　　　　契約の締結にあたり、事業者が消費者にとって利益になることを説明しなか　　った場合（不利益事実の不告知）に消費者がこれを信用し契約を締結した場合

　　④　困惑による取消

　　　　事業者が契約の勧誘をするときに、居座ったり、消費者が帰れないようにして契約させた場合

３　取消権の時効

　　　追認をすることができる時から６か月以内に取り消しをしない場合、当該消費者契約の締結の時から５年を経過したときには、取消権は時効により消滅する。

４　「不当条項」は無効とされる

　　①　事業者の損害賠償の責任を免除する条項（８条）

　　　　例えば、事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任を免　　除する条項（詳細は条文を参照）

　　②　消費者の解除権を制限したり、消費者が支払う損害賠償の額の予定が不当な　　場合（９条）

　　　　例えば、消費者側の事情で契約が解除された場合に、事業者があらかじめ契　　　　約書に「キャンセル料」「違約金」などの名目で消費者が負担するべき金額を　　　　定めている場合

　　１）消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は、違約金を定める条　　項で、これらを合算した額が、その条項において設定された解除に伴いその　　事業者に生ずべき平均的な損害の額を超える場合、平均的な損害の額を超え　　る部分は無効とする。

　　　　２）その消費契約に基づき支払う金銭の全部又は一部を消費者が支払い期日ま　　でに支払わない場合における損害賠償の額を予定し、又は、違約金を定める　　条項であって、これらの合算した額が年14.6 %を超えるのもは、年14.6％を超える部分を無効とする。

③　「消費者の利益を一方的に害する条項」

　　　　例えば、「消費者からの解除を認めない」といった条項、あるいは、不当に解約手数料を取る旨の条項。

　　　　（判例）６か月入居した物件を解約した事件で、「入居者の長短にかかわらず、　　一律に保証金４０万円のうち３０万円を差し引こうことになる敷引の特約は、　　～消費者契約法10条により無効」と判断（大阪簡裁平成15年10月16目判決）。

５　調査業において問題となる場合

　　①　過大な解約手数料を請求する契約

　②　必ず調査は成功するとの断定的な説明をした

　　③　「調査費用」について十分な説明をしなかった場合

第７　調査員が調査中に犯罪行為を目撃した場合

　　　私人にも、現行犯逮捕が許される（刑事訴訟法213条、214条）。　しかし、身

　　体への危険に十分に配慮し、慎重に行動すべき。

第８　調査業と「特定商取引法」

調査業は、一般的に「特定商取引法」で規制されている取引に当たらない。
同法で規制されるのは、「訪問販売」、「電話勧誘販売」、「通信販売」、「連鎖販売取引」（マルチ商法など）、「特定継続的役務提供」（そのうち、エステテイックサロン、外国語会話教室、家庭教師、学習塾や学習指導、パソコン教室、結婚相談紹介サービスの六種のみ）、「業務提供誘引販売取引」

　　　（内職・モニター商法など）

　但し、オンライン契約（インターネットでの契約）は、「通信販売」に当たり、特定商取引法の適用がある。ただ、この場合には、クーリングオフの適用はない。

２　特定商取引法の特色

　①　消費者に対する情報開示義務

　　　　広告に記載すべき事項を定め、誇大広告を禁止し、勧誘の際の重要事項の説明義務を重視し、消費者に対し書面を交付するよう義務つける。

　　②　クーリングオフ（消費者が契約を締結した後でも、業者から契約書面の交付がされ、契約の内容を確認できる状態になってから、一定の期間は熟慮することができる。例えば書面が交付されてから８日間は契約を解約できる）。

　　　　同法は、業者は消費者に対し、取引に関する重要な情報を開示させようとする趣旨の規制であり、調査業者も開法の趣旨を遵守して、顧客と契約を締結すべき。
３　依頼者からの解約申し入れ

　　　調査業依頼契約では、特定商取引法によるクーリングオフの適用はない場合が多い。中途解約については、民法の原則に従えば、原則として、債務不履行等の解除原因がなければ解除をすることができない。

　　　しかし、上記「特定継続的役務提供」において、中途解約が事由とされていることとのバランスから（特定商取引法49条１項、７項）、できるだけ同法の趣旨を尊重し、依頼者からの一方的な中途解約を認めるのが適切である。

その場合に備えて、あらかじめ中途解約に際しての顧客に返還する費用の基準を契約書に明記して、契約時にこれを顧客に説明し、了解を得ておくことが望ましい。なお、その場合の違約金、解約手数料の基準につき、前述した消費者契約法の制限があることを注意すべき。

第９　データー業者から情報を得る際にも、情報の所待人のプライバシー権を侵害しないよう注意する必要がある。

　　　携帯電話からの住所氏名の割り出し、サラ金情報、預金残高、収入所得、郵使物の転送先、車籍照会等

第10　戸籍・住民票の入手への制限

　　　戸籍法の改正により、「請求できる者」につき、以下の制限がある。

　１　戸籍法10条

　　　戸籍に記載されている者又は、その配偶者、直系尊属もしくは直系卑属

　２　戸籍法10条の２の１項１号

　　　上記以外の者で、自己の権利を行使し、又は、自己の義務を履行するために戸籍の記載事項を確認する必要がある場合　権利又は義務の発生原因及び内容並びに当該権利を行使し、又は当該義務を履行するために戸籍の記載事項の確認を必要とする理由

　３　戸籍法10条の２の３項４項

　　　　「弁護士、司法書士、上地家屋調査士、税理士、社会保険労務士、弁理士、海事代理人、行政書士が、受任している事件又は事務に関する業務を遂行するために必要がある場合」に限定される。

　　　　さらに、戸籍記載事項を利用する正当な理由がある場合は、「戸籍記載事項の利用目的及び方法並びにその利用を必要とする事由」を明らかにしなければならず（３項）、また、それ以外の場合にも（4項）、「当該請求する者は、その有する資格、当該事件の種類、その業務として代理し、または代理しようとする手続及び戸籍の記載事項の利用目的」を明らかにしなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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